
は じ め に

本県では，平成28年３月に消費者行政の総合計画となる第３期「鹿児島県消費者

基本計画」を策定し，県民の皆様の消費生活の安定・向上のために，消費生活相談

体制の充実・強化や消費者教育の推進などの施策を計画的に進めてきました。

この間，消費者を取り巻く環境は，高齢化・独居化の進行や地域コミュニティの

衰退，デジタル化の進展など，大きく変化しており，それに伴い消費者トラブルや

消費者被害の内容も多様化・複雑化しています。

また，令和４年４月からの成年年齢の引下げに伴い，若年者の消費者トラブルの

増加も懸念されています。

このような中，平成27年に国連サミットで「持続可能な開発のための2030ア

ジェンダ」が採択され，それに含まれるSDGs（持続可能な開発目標：Sustainable

Development Goals）の達成に向けて，消費者と事業者の協働による食品ロスの

削減などの取組の機運が高まっています。

また，食品ロスの削減の推進に関する法律の制定や特定商取引に関する法律の改

正など，各種法律の制定・改正が行われ，令和２年３月には，消費者基本法に基づ

き，国の消費者基本計画が策定されたところです。

県におきましては，このような国の動向，消費者を取り巻く環境の変化や，第３

期「鹿児島県消費者基本計画」の成果などを踏まえ，令和３年度から令和７年度ま

での５年間を計画期間とする，第４期「鹿児島県消費者基本計画」を策定しました。

この計画では，「消費者の権利の尊重」，「消費者の自立」及び「消費生活にお

ける環境への配慮」を通した，安心・安全で豊かに暮らすことができる持続可能な

社会の実現を基本理念として，「消費者教育の推進等による消費者の自立支援」，

「高齢者・障害者等の消費者被害の未然防止とその救済」，「持続可能な社会の実

現に向けた消費者と事業者との協働促進」など，６つの消費者施策の展開方向ごと

に取組の内容を掲げています。

県としましては，県民の皆様や関係機関・団体，市町村，国などと連携を図りな

がら，計画を着実に推進し，県民の皆様の消費生活の安定及び向上に努めてまいり

ますので，皆様の一層の御理解・御協力をお願い申し上げます。

終わりに，計画の策定に当たり，精力的に御審議いただきました鹿児島県生活安

定審議会委員をはじめ，貴重な御意見をいただきました皆様に，心から御礼申し上

げます。

令和３年３月

鹿児島県知事 塩田 康一
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１ 計画策定の趣旨

県では，消費者基本計画を策定し，関係機関等と連携して，県及び市町村の消費生

活相談体制の充実・強化や消費者教育の推進など，県民の消費生活の安定及び向上の

ための施策を計画的に進めているところです。

消費者を取り巻く環境は，高齢化・独居化の進行，地域コミュニティの衰退，デジ

タル化の進展など，この５年間で大きく変化しており，これに伴って消費者トラブル

や消費者被害の内容等も多様化・複雑化しています。

また，令和４年４月からの成年年齢の引下げに伴い，若年者の消費者トラブルの増

加も懸念されています。

さらに，平成27年に国連サミットで採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標 :
Sustainable Development Goals）の達成に向けて，食品ロスの削減など，消費

者と事業者の協働による取組の機運が高まってます。

このような中，国では，令和元年の食品ロスの削減の推進に関する法律（以下「食

品ロス削減推進法」という。）の制定，特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」

という。），消費者契約法，不当景品類及び不当表示防止法（以下「景品表示法」という。）

の改正など，各種法律の制定・改正が行われました。

また，令和２年３月には，消費者基本法に基づく消費者基本計画（計画期間：令和

２年度から令和６年度まで）が策定されたところです。

本県では，これらの状況等を踏まえ，第３期「鹿児島県消費者基本計画」が令和２

年度末をもって終了することから，消費者行政を総合的かつ計画的に推進するために，

第４期「鹿児島県消費者基本計画」を策定することにしました。

２ 計画の位置づけ

(１) 本計画の目的は，鹿児島県民の消費生活の安定及び向上に関する条例（以下

「消費生活条例」という。）第６条の４，消費者基本法第４条，消費者安全法

第４条第１項に基づき，消費者の権利の尊重及びその自立の支援等に関する施

策を総合的に推進することにあります。

(２) また同時に，本計画は，消費者教育推進法第１０条第１項に基づく「消費者

教育推進計画」及び食品ロス削減推進法第１２条第１項に基づく「食品ロス削

減推進計画」として位置づけるものです。

(３) さらに，本計画は，県政の基本的方向性を示した「かごしま未来創造ビジョ

ン」における「安心・安全な県民生活の実現」との整合性を図ります。

３ 計画の期間

本計画の計画期間は，令和３年度から令和７年度までの５年間とします。
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